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第３章では、区が今後、戦略的ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設の整備・

活用・維持管理に関しての基本方針を定め、それぞれ取組の具体策を示しました。 
公共施設に関する取組はそれぞれが密接に関連しているため、１つの取り組みが複数の効果を

生み出すことや、得られた成果を他の取り組みに活かすことでより大きな成果を得ることができ

るなど、取組を継続していくことで好循環（スパイラルアップ）が期待できます。 

第 3 章で示した取組を段階的かつ継続して実施するため、主要な取組の相関関係と実施スケジ

ュールを踏まえて今後の実施方針を示し、本計画策定後の速やかな取組の実施を目指します。 

 

図表 公共施設マネジメント実施の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 個別実行計画策定等の実施スケジュール 
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（１）施設の整備・維持管理 

①点検・診断の実施方針 

公共施設の安全・安心を確保し、安定した行政サービスを提供するため、現在実施している

区有施設安全総点検、建築基準法に基づく定期点検調査、道路法に基づく定期点検などの点検・

診断を、今後も継続的に実施します。 
 

図表 今後も実施する点検・診断 

点検・診断の名称 対象 実施時期・回数 

建築物定期点検調査 

（建築基準法 12条に基づく点検） 
100㎡超の区有施設 

建設設備（昇降機含む）：1年に 1回 

建築物：3年または 1年に 1 回 

区有施設安全総点検 

（港区有施設の安全管理に関する要綱） 

（港区立学校その他の教育機関の施設

等の安全管理に関する要綱） 

全ての区有施設 1年に 1回 

道路法に基づく定期点検 

トンネル、道路（舗装・空洞）、

道路標識、道路照明施設、土

木構造物（擁壁）、橋りょう 

5年に 1回 

街路樹の点検 樹高 3ｍ以上の樹木 3年に 1回 

公園等の点検 
遊具等 1年に 1回 

樹高 3ｍ以上の樹木 3年に 1回 

 

  点検・診断により、損傷及び危険個所の早期発見・早期対応につなげるとともに、結果を蓄

積することで、今後の公共施設の計画的な維持管理に活用します。 

  境界が未確定となっていることなどにより、管理区分が不明確な擁壁等の構造物については、

境界確定等を進め、管理区分の明確化と適切な維持管理を行います。 

また、現在の点検・診断の内容を踏まえ、必要に応じて劣化度の視点を加えることで、公共

施設の老朽化の進行度合いを常に把握し、個別実行計画の策定・見直しを行う際の判断材料と

なるよう、必要に応じて点検・診断項目の見直しを行います。 

  なお、「港区有施設の安全管理に関する要綱」及び「港区立学校その他の教育機関の施設等

の安全管理に関する要綱」では、総点検、日常点検、エレベーター確認点検のほか、緊急点検

として、台風や地震などの自然災害が発生するおそれがあるとき及び発生した場合に点検を実

施することとしており、今後も点検による損傷・危険個所の確認・把握に努め、適切な対応を

行うことで区民の安全・安心を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公共施設マネジメントの実施方針について 
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②維持管理・改修の実施方針  

公共施設の維持管理を、原則として予防保全型管理へと転換し、計画的に改修等を実施する

ことで、区民の安全・安心の確保、施設の長寿命化、財政負担の軽減・平準化を目指します。 

予防保全型管理への転換にあたっては、公共施設の点検・診断を継続的に実施し、結果を蓄

積するほか、これまでの修繕・改修サイクルを見直し、施設ごとの修繕、改修等のスケジュー

ルを個別実行計画として策定し、計画的に保全を実施します。 
 

図表 維持管理の手法の比較 

手法 維持管理の方法 影響・効果 

事後保全型 
不具合が発生してから修繕 

（対処療法的な修繕） 

・利用者等への危害の可能性 

・施設運営・供用中止のリスクの増大 

・公共施設の寿命の短期化 

・劣化の進行による財政負担の増大 

予防保全型 

劣化状況や耐用年数等に基づく 

計画的な修繕 

（予防的な修繕） 

・利用者等の安全・安心の確保 

・施設運営・供用の継続性の確保 

・公共施設の寿命の長期化 

・計画的修繕による財政負担の平準化 

 

 

図表 建物における事後保全型と予防保全型のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事後保全では、破損・故障の後に修繕を行うため、利用者

に危害が加わる可能性があるほか、復旧までの間、機能

停止などにより区民サービスに影響が出ます。 

事後保全では、改修等による性能向上

が見込めないため、老朽化が進行し、建

替え時期が早まります。 
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 ③長寿命化の実施方針  

公共施設の長寿命化は、人口動向や施設需要、老朽化の度合い（竣工後年数）、部位や設備の

標準的な耐用年数、区における過去の実績、法適合性などを踏まえ、費用対効果を検討し、長

寿命化の対象となる施設、部位、設備を選定します。 

区有施設は、多くの部位・設備で構成され、耐用年数はそれぞれ異なりますが、このうち、

最も耐用年数が長くなる「構造躯体」の耐用年数まで施設を使用し続けることを目指します。 

したがって、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造の構造躯体の耐用年数から、次

のとおり長寿命化の目標年数を設定します。 

 

◎区有施設の長寿命化の目標年数・・・・竣工後 80 年以上 

 

なお、構造躯体の種別のうち鉄骨造は、一般的には鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリ

ート造よりも耐用年数は短いとされていますが、適切な維持管理を行い、鉄筋コンクリート造

の耐用年数に近づけていきます。 

また、構造躯体の劣化度合いは、区有施設建設時の施工条件や、竣工後の維持管理状況等に

よって異なるため、個別施設計画の策定の中で、必要に応じて構造躯体の健全度調査を行い、

長寿命化の可否を判断していきます。 

長寿命化を実施するうえでは、法改正等への対応や施設の機能・性能の向上、施設需要の変

化への対応など、機能的、社会的な耐用年数の延伸についても合わせて検討していきます。 

  道路、公園等については、道路、公園等を構成する構造物を対象にそれぞれ長寿命化の可否

を検討し、点検等を行いながら計画的に維持管理していくものとします。 

  また、橋りょうは、「橋りょうの予防保全型管理について」の中で、予防保全型管理を徹底

し、橋りょうの安全性・耐久性を確保することで、設計耐用年数の延命（100 年以上）を図

るとしており、この方針に沿って長寿命化を実施します。 

第４章  公共施設マネジメントの実現に向けて 
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【長寿命化の目標耐用年数の設定について】 

区有施設の長寿命化を考えるにあたっては、「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」に示

された望ましい目標耐用年数及び算定式に基づいて設定します。 

図表 建築物の望ましい目標耐用年数の範囲 

 

 

（単位：年） 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄骨造 

重量鉄骨 軽量鉄骨 

高品質の場合 
普通の品質の

場合 
高品質の場合 

普通の品質の

場合 
軽量鉄骨 

学校・官庁 80～100 50～80 80～100 30～50 30～50 

住宅・事務所・病院 80～100 50～80 80～100 30～50 30～50 

店舗・旅館・ホテル 80～100 50～80 80～100 30～50 30～50 

工場 30～50 20～30 30～50 30～50 20～30 

出典：「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」より作成 

《算定式》 

Y＝YS×A×B×C×D×E×F×G×H  

Y：目標耐用年数 

YS：標準耐用年数（60 年） 

A：コンクリート種類 普通コンクリート=1.0 軽量コンクリート=0.95 

B：セメント種類 ポルトランドセメント=1.0 高炉セメント A=0.85 高炉セメント B=0.8 

C：水セメント比 65%=1.0  60%=1.2  55%=1.5 

D：被り厚さ 20mm=0.25  30mm=0.56  40mm=1.0  50mm=1.56 

E：外壁仕上げ材 無=0.5 複層塗材=1.0 モルタル 15mm 以上=1.5 

※15mm 以上の増打しているものは打放でも、モルタル 15mm 以上塗ったもの同等と扱う。 

F：コンクリートの施工状況 普通の施工=1.0 入念な施工=1.5 

G：建築物維持保全の程度 劣化後も補修しない=0.5 劣化部分を補修する=1.0 

H：地域 一般=1.0 凍結融解を受ける地域=0.9 海岸=0.8  ※下線部が区の実績等を踏まえ採用した数値 

区の場合、上記算定式に基づき計算すると、 

Y＝60×1.0×1.0×1.0×1.0×1.0×1.5×1.0×0.9＝81 

 となり、目標耐用年数は 81 年となります。 

以上のことから、長寿命型による建築物の目標耐用年数を 80 年に設定します。 

※地域係数について：山手線よりも外側の東京湾沿岸地域では塩害について考慮する必要がありますが、沿岸

部の区有施設は、コンクリート打ち放し面にフッ素樹脂塗装を行っており、一定の耐塩性

が期待できるため、地域係数（H）を海岸地域に適用される 0.8 ではなく 0.9 と考えます。 

  

なお、税法上の法定耐用年数は、固定資産の減価償却費の算定のための基準であり、建物の使用限界（寿

命）とは異なるため、目標耐用年数の設定上は考慮していません。 

図表 減価償却資産の耐用年数 

用  途 
鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄骨造 

（骨格材の肉厚 4㎜超） 

事務所・美術館・下記以外の用途 50 38 

住宅・学校・体育館 47 34 

車庫 38 31 

公衆浴場 31 27 

出典：「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）」より作成 
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 ④個別実行計画策定の方針  

個別実行計画は、公共施設の維持管理に予防保全型管理を導入し、改修等の具体的行動スケ

ジュールを示すことで、本計画で掲げる公共施設の「安全性の確保」「機能・性能の確保」「長

寿命化」「財政負担の軽減・平準化」を実現するものです。予算編成と連動させることで、公共

施設マネジメント計画の目標達成に向けた取組を確実に実施します。 

個別実行計画の策定分野は、「区有施設」「道路」「橋りょう」「公園等」「駐車場等」の 5 つ

とし、平成 29 年度より策定に着手します。 

個別実行計画は、財政運営方針に示された「（仮称）震災復興基金」の積立て状況などを踏ま

えながら、平成 30 年度上半期（平成 31 年度予算要求前）までの策定を目指し、平成 31 年

度から個別実行計画に基づいた維持管理等を実施します。 

図表 個別実行計画の分類 

分 野 計画の名称 

区有施設 （仮称）区有施設保全計画 

道路 （仮称）道路維持管理計画 

橋りょう 橋りょうの予防保全型管理について（策定済） 

公園等 （仮称）公園施設等維持管理計画 

駐車場等 （仮称）公共駐車場等保全計画 

 

学校施設及び社会教育施設は、平成 27 年度の文部科学省通知において、平成 32 年度まで

の計画策定が示されているほか、区有施設全体に占める割合も大きいことから、教育委員会事

務局と連携して計画を策定します。また、区民向け住宅は、個別実行計画を踏まえ、既に策定

している長寿命化計画の見直しを適宜行うものとします。そのほか、一部の区有施設で既に策

定している長期修繕計画との整合を図るほか、文化財等については、施設の価値、特殊性を踏

まえ、別途保全計画の検討を行うこととします。 

橋りょうは、平成 27 年度に見直しを行った「橋りょうの予防保全型管理について」を個別

実行計画に位置付け、今後の改定の際には、本計画の方針・内容を踏まえた計画とします。 

個別実行計画は、建築基準法に基づく定期点検調査や道路法に基づく定期点検など、これま

でに実施した公共施設の調査・点検結果を活用し、効率的かつ現状に即した計画とします。 

また、個別実行計画策定後の点検・診断の結果や施設の老朽化等の進行状況、社会経済状況

などを踏まえ、公共施設の状況が大きく変化した場合には、計画期間内であっても見直しを検

討します。 

図表 計画の内容及び留意点 

計画の内容 

・各施設の現状及び劣化の状況。 

・部位、設備ごとの改修周期の設定と改修時期の明示。 

・各施設の改修計画及びライフサイクルコスト試算額。 

・各施設の長寿命化の実施方針。 

・今後の施設の点検・診断の実施方針及びスケジュール。 

・分野別計画で示された環境・バリアフリー対応等の工事実施スケジュール。 

計画の留意点 

・計画期間内における財政負担の見通しを明らかにします。 
・計画で示す財政負担額は、単年度ごとの財政負担額、工事量などを十分に踏まえ、

全庁的に調整を図ったものとします。 
・安全・安心の確保やバリアフリー・環境性能の向上、東京 2020 オリンピック・パ
ラリンピック競技大会等の動き、ライフサイクルコストの低減といった観点を踏ま
えます。 

・公共施設において、現在実施している日常的・定期的な点検とそれに基づく維持補
修などを計画に位置付け、将来的にも担保します。 
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（２）情報の一元管理 

 ①施設情報の収集・管理の実施方針  

区有施設に関する様々な情報を一元的に管理するため、既存の情報システムを活用しながら

効率的に情報を収集します。 

情報の収集は継続的に行い、蓄積された情報をデータベース化するとともに、施設の安全性、

健全度、活用度などを総合的に評価し、区有施設のマネジメントに活用していきます。 

 

図表 施設情報の収集・管理のイメージ 
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②施設カルテの整備方針  

  蓄積された区有施設の情報は、施設ごとに「施設カルテ」として取りまとめ、継続的に更新

します。施設カルテには、施設の基本情報のほか、都市計画上の制限、工事履歴、利用・運営

状況、コスト情報についても掲載することで、施設の実態が容易に把握できるものとします。 

 

図表 施設カルテのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③施設白書の作成方針 

  蓄積した施設情報を基に、公共施設の実態を透明化し、区民等へ広く情報提供するため、今

後定期的に施設白書を作成します。 

  施設白書は、人口動向や社会経済状況を踏まえるとともに、本計画の見直しの必要性や改定

の方向性を検討するための基礎資料として活用していくことから、平成 32 年度に作成します。 

 

 

 

施設カルテ（作成イメージ） 作成・更新日　

財産所管部門
又は管理部門等

麻布地区総合支所　管理課

麻布地区総合支所　管理課

麻布地区総合支所　管理課

麻布地区総合支所　管理課 -

2016年7月1日

南麻布四丁目地区地区計画

他 所 有[㎡] 高 度 利 用 地 区 － 都 市 再 生 特 別 地区 －

2.建物情報 3.建物工事履歴

計画通知 地下 地上

新築 (仮称)麻布子ども中高生プラザ等複合施設新築に伴う空気調和設備工事（設計変更）

市街化区域 日 影 規 制 規 制 値 4-2.5時間

公有財産名 用 途 地 域 第一種住居地域 日 影 規 制 測 定 面 測定面4m

敷地面積[㎡] 3,922.32

区 所 有[㎡] 高 度 地 区

区賃借等[㎡] 特 定 街 区 － 総 合 設 計 制 度 －

22m第3種高度地区 地 区 計 画

所 有 区 分 法 定建 ぺい 率[％] 60 隣地斜線 斜線勾配 1.25

財産所管部門

住所[所在地] 南麻布4-6-7 地区区分 法 定 容 積 率 [ ％ ] 300

防 火 準 防 火 準防火地域 隣地斜線 立ち上がり高さ[ｍ] 20

道路斜線 斜線勾配 1.25
土
地
基
本
情
報

番　　　号

都

市

計

画

情

報

都 市 計 画 区 域

通番
公有財産名

（建物名称等）

施設区分

所有形態 主建物 工   事   名竣工年月
工事費

[千円・税込]（大） （中） 区所有 他所有 区賃借等 合計
公有財産

台帳

行政

資料集

延床面積[㎡] 数値根拠（延床面積[㎡]）

構造

階数

年月
工事
区分施設保全

システム

216,886

2013 新築 （仮称）麻布子ども中高生プラザ等複合施設新築工事 1,303,712
－ 4

2013

2 ありすいきいきプラザ（倉庫） 保健・福祉施設 高齢者福祉施設 所有建物

○ 4,972.01 0.001 ありすいきいきプラザ 保健・福祉施設 高齢者福祉施設 所有建物

－ 29.72 － RC- 29.82 0.00 0.00

H26. 6

H26. 6

4,972.01 4,972.01 4,972.01 4,972.13 5,017.91 RC(S)0.00

29.82 29.82 － 1
2011 新築 (仮称)麻布子ども中高生プラザ等複合施設新築に伴う給排水衛生ガス設備工事 118,545

2011 新築 （仮称）麻布子ども中高生プラザ等複合施設新築に伴う昇降機設備工事 35,595

（仮称）麻布子ども中高生プラザ等複合施設新築に伴う電気設備工事 181,530
8.04 8.04 － 8.03 － S

4
ありすいきいきプラザ（水飲み場

2）
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 所有建物

－ 1- 8.04 0.00 0.003
ありすいきいきプラザ（水飲み場

1）
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 所有建物

8.04 8.04 － 8.03 － S8.04 0.00 0.00 －H26. 6 1

5,017.91 4,972.01 5,017.91

通番 入居施設

施設区分
設置・

運営区分

施設面積[㎡] 数値根拠（施設面積[㎡]）

行政

資料集

施設保全

システム

17 清掃委託費及び機械保守委託費は指定管

理者による支払
／ －21 2,588 －

運営者等

4.施設情報

備   考 備   考 備   考

職員数
[人]

光熱水費[千円・税込/年] 建物維持管理費[千円・税込/年] 建物修繕費[千円・税込/年]

（大） （小） 区所有 他所有 区賃借等 合計
施設所管部門等

2 ありすいきいきプラザ 保健・福祉施設 介護予防施設 区・指定管理

1,637.03 1,637.03 1,847.28区・指定管理 1,637.03 0.00 0.001 麻布子ども中高生プラザ 子育て支援施設

セントラルスポーツ・ハリマビス

テム共同事業体(H26.9.1～

28.3.31)

公益財団法人児童育成協会

（H26.9.1～H32.3.31）
学童クラブ等

麻布地区総合支所　管理課

麻布地区総合支所　管理課

－ 800 －

3 本村保育園 子育て支援施設 保育園・こども園 区・区

2,138.65 1,930.57 26 10,859 － 13,2132,138.65 0.00 0.00 2,138.65

84 －本村いきいきプラザに含む 2,819 －1,240.06 22 ／1,196.33 0.00 0.00 1,196.33 1,196.33麻布地区総合支所　管理課

16,049 884

30,380

13,447

敷  地  面  積[㎡] 3,922

5.土地ポテンシャル 6.土地・建物性能分析

用
途
制
限

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 ○ 劇場、映画館、演芸場、観覧場 × 公衆浴場、診療所、保育所等 ○ ①土地安全性評価

水　　泳　　場　　等 × 図　  書　  館　  等 ○ 老人福祉センター、児童更生施設等

②建物安全性評価 ③環境対応性評価 ④バリアフリー対応性評価 ⑤健全性評価

事  　務 　 所  　等

備　考　欄
【面積備考】

建物面積:財産台帳の本体建物と行政資料集の内訳が一致し、全体合計が計画通知とも一致するた

め、財産台帳及び行政資料集の数値を採用する。

麻布地区

0.00

0.00

3,922.32

11,767

現
状

容    積    率[％] 115

建  ぺ  い  率[％] 52

延  床  面  積[㎡] 4,743

○

ポ

テ

ン

シ
ャ

ル

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等 ○

容 積 率 上 限[％]

5,017.91

麻布地区総合支所　管理課

所有土地

ありすいきいきプラザ

208

1.土地情報


延床面積合計[㎡] 5,017.91 0.00 0.00 5,017.91

H26. 6
2011 新築

増
床
可
能
面
積

増 床 可 能 面 積[㎡] 7,024

備　　　　　　       考 用途地域、容積率・建蔽率の上限は建築計画概要書のデータを使用。

区

300

建ぺい率 上 限[％] 70

建築可能な延床面積[㎡]

× 幼稚園、小学校、中学校、高等学校 ×

施設面積合計[㎡] 4,972.01 0.00 0.00 4,972.01 維持管理費等合計

[千円・税込/年]

4,743 7,024

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

現状の延床面積[㎡] 増床可能面積[㎡]

0
1
2
3
4
5

ハザード

津波

ハザード浸

水

ハザード

液状化

ハザード

揺れやすさ

急傾斜地崩

壊危険個所
0
1
2
3
4
5

耐震性

躯体

耐震性

（天井）

非構造部

材

アスベス

ト対応

遵法性 0
1
2
3
4
5
トイレ

エレベー

ター

通路・傾

斜路、階

段手すり

誘導

駐車場

0
1
2
3
4
5
建築

電気

機械

昇降機0
1
2
3
4
5

新・省

エネルギー

化

節水対応

木材活用

緑化

第４章  公共施設マネジメントの実現に向けて 

・基本情報：竣工年度、構造、規模（敷地面積、建物面積、階数）、施設用途、など 

・工事履歴：工事の実施年度、内容、工事費、など 

・運営状況：運営者、稼働状況（利用率、利用人数）、職員数、など 

・コスト情報：光熱水費、修繕費、機械保守・警備・清掃委託費、人件費、など 

・ポテンシャル：都市計画上の制限、未利用容積率、転用可能用途、など 

記載する情報（案） 
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（３）全庁的マネジメント 

 ①施設保有量の管理の方針 

人口増加に伴う施設需要の増大に対応しつつ、設定した区有施設の保有量目標を達成するた

めには、施設の位置付けや役割、将来的な需要予測などを基に、適切な施設整備手法を選択し

つつ、区が施設整備を行う際には、施設面積の増加をできる限り少なくすることが重要です。 

区有施設の保有量のコントロールは、本計画で示した取組を推進することで実施し、施設保

有量の抑制に努めていきます。 

 

図表 区有施設保有量のコントロールのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区有施設の保有量をコントロールするための取組 

 

 

  区有施設の保有量に関する全庁的マネジメントをより効率的に推進するため、今後、施設整

備や区有地・区有施設の活用についての詳細な検討フローを策定し、全庁的な共有と協議体制

の構築を進めます。 

 

図表 施設整備等の検討フローイメージ 

 

  

・民設民営、賃貸借等による施設需要への対応（P55 基本方針 2-2（1）） 

・施設の用途転用（P57 基本方針 2-2（2）） 

・複合化や施設機能の相互活用（P57 基本方針 2-2（3）） 

・施設整備における面積増加の抑制（P64 基本方針 3-1（2）） 

第４章  公共施設マネジメントの実現に向けて 
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②区有施設の整備等に関する検討体制構築の方針 

区有施設のマネジメントを全庁横断的に実施するため、施設整備や区有地・区有施設の活用

などに際して、専管部署である用地・施設活用担当が協議・調整を早期に実施し、全庁コント

ロールを行う体制を構築します。 

  施設整備や区有地・区有施設の活用などの調整・検討は、公共施設等整備検討委員会の部会

である「ファシリティマネジメント検討部会」の活用を視野に、全庁横断的体制による最も有

効な区有地・区有施設の活用と、本計画が示す方針の実現を目指します。 

 

図表 専管部署の関与のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４章  公共施設マネジメントの実現に向けて 
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③公共施設マネジメントの進捗管理の方針 

本計画に示す取組を推進していく際は、一つの取組による成果を各取組で共有するほか、取

組間で連携し、効率化・高度化を図ります。 

 また、専管部署である用地・施設活用担当がＰＤＣＡサイクルを継続的に管理し、取組の評

価・改善を行いながら、取組の質の向上に努めます。 

 これらを用地・施設活用担当が全庁的にコントロールしながら、ＰＤＣＡサイクルの好循環

（スパイラルアップ）を生み出す「マネジメントサイクル」を構築することで、公共施設マネ

ジメントの実施効果を向上させ、将来像の達成を目指します。 

 

図表 マネジメントサイクルのイメージ 

 

第４章  公共施設マネジメントの実現に向けて 

将来像の達成へ 

各取組の質の向上 

各取組の 

効率化・高度化 


